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平成 26 年 12 月 12 日 

 

平成 26 年 11 月 22 日に発生した長野県北部を震源とする地震により被災した 
白馬村神城地区の建築物の周辺地盤と基礎の状況調査報告 

 

国土交通省 国土技術政策総合研究所 

独立行政法人 建築研究所 

 

1. 調査目的 
 平成 26 年 11 月 22 日 22 時 08 分頃長野県北部で発生した地震により被災した白馬村神城

地区では，11 月 24 日に，木造住宅を中心とした建築物の被害状況調査が行われている 1)．

そこで，この地区の地震動特性および地盤特性を把握するための基礎資料の収集を目的と

して，地盤の微動観測を行った．また，これと並行して，墓石の転倒調査および建築物の周

辺地盤と基礎の被害状況調査を行った． 

 

2. 調査者 
 国土交通省 国土技術政策総合研究所 

  建築研究部 構造基準研究室 主任研究官  新井 洋 

 独立行政法人 建築研究所 構造研究グループ 研究員  柏 尚稔 

 

3. 調査日時および調査地域 
平成 26 年 11 月 26 日（水） 

10:30～11:30 長野県北安曇郡白馬村役場訪問，微動観測実施 

12:00～16:30 長野県北安曇郡白馬村神城地区堀之内（西部，東部）および同地

区三日市場 微動観測，墓石調査，被害状況調査実施 
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地図出典：地理院地図（電子国土 Web） 小縮尺図（200000），国土地理院 

図 3.1 調査地域（白馬村神城地区）および周辺の本震観測点（防災科学技術研究所 K-NET

白馬，K-NET 大町） 

 

4. 震源情報および調査地域周辺の本震記録 
4.1 震源情報 2) 
 緯度 北緯 36 度 41.5 分，経度 東経 137 度 53.4 分，深さ 5km，マグニチュード 6.7 

 

4.2 調査地域周辺の本震記録 
 調査地域の周辺では，2 地震観測点（防災科学技術研究所 K-NET 白馬および K-NET 大

町）において本震記録が得られている 3)．図 4.2.1, 4.2.2 に，両地点の本震記録の水平面内軌

跡を示す．この際，時刻歴の速度は加速度の 1 自由度系（固有周期 20 秒，減衰定数 0.707）

の相対速度応答から求め，変位は速度の時間積分（Newmark-β法）から求めた．図から，K-

NET 白馬では NS 方向の地動が卓越している．一方，K-NET 大町では，EW 方向の地動がや

や優勢に見える．K-NET 白馬の地動の最大加速度，最大速度，最大変位は 570cm/s2, 58cm/s, 

16cm で，K-NET 大町のそれら（99cm/s2, 5.9cm/s, 2.5cm）の 6-10 倍程度大きい． 
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図 4.2.1 K-NET 白馬観測点の本震記録の水平面内軌跡（加速度，速度，変位） 

 

 
図 4.2.2 K-NET 大町観測点の本震記録の水平面内軌跡（加速度，速度，変位） 

 

 

 図 4.2.3, 4.2.4 は，K-NET 白馬および K-NET 大町の本震波形と最大値で規準化した加速度

フーリエ振幅のランニングスペクトルを示している．図から，K-NET 白馬では，主要動と

して 2 つの波群が見られる．一方，K-NET 大町では，主要動の波群は 1 つに見えるが，そ

の後に続けて速度・変位の明瞭な 40 秒間程度の波群が見られる．両地点とも，主要動の卓

越周期は 0.2-0.8 秒程度であるが，後続波のそれは 2-4 秒程度となっている． 

 図 4.2.5, 4.2.6 は，K-NET 白馬および K-NET 大町の本震記録の加速度応答スペクトルと標

準的な木造住宅の性能等価加速度応答スペクトル 4)とを比較して示している．木造住宅の性

能等価加速度応答スペクトルは，住宅を基礎固定の等価 1 質点系モデルに置換し，その復元

力特性を降伏変形角 1/100 のバイリニア型と仮定して，与えられた変形角 R を住宅の変形

限界としたときの地震荷重の換算値に相当している 4)．したがって，木造住宅の等価高さ He

を仮定すれば，性能等価加速度応答スペクトルは，降伏せん断力係数 Cy ごとに，変形角 R

に対応する固有周期－加速度応答平面上の曲線で表される．ここでは，標準的な木造住宅と

して He = 4.5m, Cy = 0.2, 0.4, 0.6 を仮定し，図の曲線は，1/R が 7-100 までの範囲を示してい

る．この曲線と地震動の加速度応答スペクトルとの交点から，木造住宅の最大応答変形角

Rmaxおよび最大応答に最も寄与する地震動の周期成分が推定される 4)． 
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図 4.2.3 K-NET 白馬観測点の本震波形（NS

方向）と最大値で規準化した加速

度フーリエ振幅のランニングスペ

クトル 

 

 
図 4.2.5 K-NET 白馬観測点の本震記録の加

速度応答スペクトル（減衰定数 5%）

と標準的な木造住宅の性能等価加

速度応答スペクトルとの比較 

 

図 4.2.4 K-NET大町観測点の本震波形（EW

方向）と最大値で規準化した加速

度フーリエ振幅のランニングスペ

クトル 

 

 
図 4.2.6 K-NET 大町観測点の本震記録の加

速度応答スペクトル（減衰定数 5%）

と標準的な木造住宅の性能等価加

速度応答スペクトルとの比較 
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 図 4.2.5, 4.2.6 から，K-NET 白馬と K-NET 大町いずれの地点の本震地動に対しても，木造

住宅の推定最大応答変形角 Rmax は 1/100 以下で，木造住宅に大きな被害は生じないと予想

される．一方で，被災地域（白馬村神城地区）の木造住宅で大きな被害を受けたものは，い

ずれも比較的古い建築物であり 1)，その耐震性能は標準的な木造住宅と異なっている可能性

も考えられる．両者の耐震性能の差異は，現時点では不明確な部分も多いが，仮に，これが

図中の性能等価加速度応答スペクトルに大きな影響を与えないとすれば，図から，被災地域

の本震地動が K-NET 白馬のそれより大きかった可能性を指摘できる． 

 なお，防災科学技術研究所の公表する地盤情報 3)によれば，K-NET 白馬と K-NET 大町い

ずれの観測点も，地盤の S 波速度は，地表付近で 250m/s 程度，深さ 7-8m で 440-500m/s の

礫層が出現することから，得られた地震記録は概ね工学的基盤露頭波に近いと考えてよい

と思われる． 
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5. 調査概要 
 4.2 節より，被災地域の本震地動の強さや周期特性について，現時点では不明確な部分が

多いと考えられる．そこで，これらを把握するための検討に資する情報の取得を目的として，

墓石の転倒調査および地盤の微動観測（1 点 3 成分移動観測）を実施した．また，これらと

並行して，建築物の周辺地盤と基礎の被害状況を外観目視により踏査した．この際，電柱の

傾斜・移動が多く見られたことから，その状況を記録した（付録参照）． 

 

5.1 墓石の転倒調査 
 墓石の転倒調査は，図 5.1.1 に赤丸印で示す 4 地点の墓地 A-D で実施した．なお，図中の

緑丸印（墓地 A, C, D および段丘上，段丘中，段丘下）の 6 地点では，微動観測を行ってい

る（5.2 節参照）． 

 

 
地図出典：地理院地図（電子国土 Web） 標準地図（25000），国土地理院 

図 5.1.1 白馬村神城地区における墓石の転倒調査地点（墓地 A-D：赤丸印）および微動観

測地点（墓地 A, C, D および段丘上，段丘中，段丘下：緑丸印） 
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表 5.1.1 墓地 A-D の墓石転倒状況 

 
 

 

写真 5.1.1 墓地 A（神城駅付近）の墓石転

倒状況 

 

 

写真 5.1.3 墓地 C（堀之内公民館前）の墓

石転倒状況 

 

 

写真 5.1.2 墓地 B（堀之内西部）の墓石転

倒状況 

 

 

写真 5.1.4 墓地 D（三日市場）の墓石転倒

状況：4 基とも北側に転倒 

 

 表 5.1.1 および写真 5.1.1-5.1.4 に，墓地 A-D の墓石転倒状況を示す．墓石の転倒率は，墓

地 A で 13%（2/16），墓地 B-D で 100%であった．しかし，墓地 B, C では，盛土の破壊によ

る地盤変状が顕著であったため，墓石の転倒が地震動（慣性力）のみによって生じた結果と

は考えにくい．また，転倒した墓石も顕著に散乱していたため，母数の計測が困難であった．

墓地 場所 地盤変状 墓石転倒率 母数

A 神城駅付近 無 13% 16
B 堀之内西部 有 (100%) 確認不能

C 堀之内公民館前 有 (100%) 確認不能

D 三日市場 無 (100%) 4
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一方，墓地 D では，地盤変状は見られなかったが，墓石の母数は 4 であり，転倒率を算定

するには少なすぎる．よって，地震動強さを反映する墓石転倒率として，今回の初動調査の

範囲では，墓地 A のデータが有効と考えられる．なお，墓地 D の墓石転倒方向は 4 基とも

北方向で，これは K-NET 白馬の本震地動の卓越方向（南北方向）と整合している． 

 墓地 A の墓石転倒率から地震動強さを推定するため，任意に抽出した計 8 基の竿石の寸

法（幅と高さ）をメジャーで計測した．この際，竿石の幅が 20cm 程度以下の小さな墓石は

除外した．竿石寸法（幅 B, 高さ H）から次式で算定される周期 Tb と地震動の卓越周期 Te

との大小関係によって，墓石の転倒率が最大地動加速度 PGA と最大地動速度 PGV いずれ

の地震動強さと関係付けられるかが決まる 5), 6)． 

 Tb = H0.5 ( 1 + B/H )1.5 / 15.6      (5.1.1) 

Te < Tb の場合，墓石転倒率は PGV と関係している可能性が高い 5), 6)． 

 ここで，計測された竿石寸法の平均値は，幅 B = 31cm，高さ H = 81cm（B/H = 0.38），そ

の変動係数は，ともに 0.05 程度であった．この場合，(5.1.1)式から，Tbは 0.9 秒程度となる．

一方，墓地 A における地震動の卓越周期 Te は，現時点では不明であるが，K-NET 白馬およ

び K-NET 大町など周辺の本震記録の主要動の卓越周期が 1 秒以下であること（4.2 節の検

討や既報 1)など），この地点の微動 H/V スペクトルのピーク周期が 1 秒程度であること（5.2

節：後述）から，概ね Tb（0.9 秒程度）以下となっている可能性が高いと推察される．この

場合，墓石転倒率 P は PGV と関係付けられ，両者の関係は，標準正規分布関数φを用いて

次式 5), 6)で表される． 

 P = φ ( ( ln(PGV) – ln(V0) ) / 0.4 )     (5.1.2) 

ここに，V0 = 10(B/H0.5)(1+B/H)2.5 である．

(5.1.2)式を用いて算定した PGV と墓石転倒

率 P との関係を図 5.1.2 に示す．図から，墓

地 A の墓石転倒率 P = 13%より，PGV = 

50cm/s 程度と推定される．このことと，墓

地 A の近傍では建築物の被害がほとんど見

られなかったことから，被災地域（堀之内と

三日市場）の PGV は，少なくとも 50cm/s 程

度より大きかったと推察される． 

 

 

  

 
図 5.1.2 墓地 A における PGV と墓石転

倒率 P との関係（(5.1.2)式） 
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5.2 地盤の微動観測 
 微動観測は，図 5.1.1 に緑丸印で示す 6 地点（墓地 A, C, D および堀之内西部の段丘上，

段丘中，段丘下）と K-NET 白馬において実施した．観測では，固有周期 2 秒の 3 成分速度

計（写真 5.2.1）を用いた．K-NET 白馬の微動観測風景を写真 5.2.2 に示す． 

 

 

写真 5.2.1 使用した微動観測システム 

 

 

写真 5.2.2 K-NET 白馬の微動観測風景 

 

 観測波形は増幅器とローパスフィルタ（カットオフ周波数 12.5Hz, -12dB/Oct.）を通した

後，サンプリング周波数 100Hz で A/D 変換（24bit）し，ノートパソコンに記録した．記録

波形が定常性を保っている区間を選び，各成分 40.96 秒のデータセットを 8-16 個程度作成

して，文献 7 の方法により，次式で定義する H/V スペクトルを求めた． 

 NS EW

UD

/ P PH V
P
+

=       (5.2.1) 

ここに，PNS, PEW, PUD は，水平直交 2 成分および鉛直成分の微動のパワースペクトルであ

る．図 5.2.1-7 に，各地点で得られた微動の H/V スペクトルを黒線で示す．図には参考のた

め，NS, EW 方向ごとの H/V スペクトル (PNS /PUD)1/2, (PEW /PUD)1/2 も赤線，青線で示してい

る．また，図 5.2.7 には，防災科学技術研究所の公表する地盤情報 3)に基づいて，K-NET 白

馬の地表から 20m までの弾性波速度構造から計算したレイリー波基本モードの H/V スペク

トルを灰色破線で示している．さらに，白馬村神城地区の地質情報として，図 5.2.8 に，こ

の地区を含む神城平（旧神城湖）の地質略図 8)を，微動観測点の概略位置とともに示す． 
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図 5.2.1 墓地 A（神城駅付近）の微動 H/V

スペクトル 

 
図 5.2.2 墓地 C（堀之内公民館前）の微動

H/V スペクトル 

 
図 5.2.3 墓地 D（三日市場）の微動 H/V ス

ペクトル 

 
図 5.2.4 段丘上（堀之内西部）の微動 H/V

スペクトル 

 
図 5.2.5 段丘中（堀之内西部）の微動 H/V

スペクトル 

 
図 5.2.6 段丘下（堀之内西部）の微動 H/V

スペクトル 
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図 5.2.7 K-NET 白馬の微動およびレイリー

波基本モードの H/V スペクトル 

 

 

 

図 5.2.8 神城平（旧神城湖）の地質略図およ

び微動観測点の概略位置（文献 8

に加筆） 

 

 

これらの図から，次の 5 点を指摘できる． 

 

① 建築物に被害のほとんど無かった墓地 A（神城駅付近）では，微動の H/V スペクトルに，

明瞭ではないが，周期 1 秒程度のピークがあるように見える．一方，被災地域（堀之内

西部および三日市場）では，微動の H/V スペクトルに，周期 2-3 秒の比較的明瞭なピー

クが認められる．ここで，文献 8（図 5.2.8）によれば，図 5.1.1 との対比から，墓地 A

（神城駅付近）は神城平（旧神城湖）の西岸付近に位置し，その表層地質は崖錐あるい

は湖成層となっている．一方，被災地域（堀之内西部および三日市場）は旧神城湖の東

岸付近に位置し，その表層地質は段丘となっている．このことから，建築物の被害の有

無と表層地盤の堆積の仕方および微動 H/V スペクトルとの間には，何らかの相関のある

可能性が示唆される． 

② 被災地域（堀之内西部および三日市場）の微動 H/V スペクトルには，周期 2-3 秒の比較

的明瞭なピークのほかに，堀之内西部では周期 1 秒弱に，三日市場では周期 0.4-0.6 秒に

ピークがあるように見える．ただし，このピークは，堀之内西部の段丘下から段丘上に

向かって，さらに不明瞭となる傾向が認められる． 



12 
 

③ 堀之内西部の段丘中の微動 H/V スペクトルは，0.3 秒程度以上の周期範囲において，地

表面の傾斜方向（NS/UD）とその直交方向（EW/UD）で絶対値が 2 倍程度異なる．段丘

上の微動 H/V スペクトルにも，同様の傾向が見られる． 

④ ②，③の堀之内西部の微動 H/V スペクトルの段丘の上下位置による差異は，既往の多く

の微動研究成果を参照すると，この地域の地盤の S 波速度構造が，水平方向に一様でな

く，場所によって変化している可能性を示唆している． 

⑤ K-NET 白馬の微動の H/V スペクトルには，周期 0.1 秒以下に比較的明瞭なピークが認め

られる．レイリー波基本モードの H/V スペクトルおよび防災科学技術研究所の公表する

地盤情報 3)との対比から，このピークは，当該地点の深さ 7m 以浅の表層地盤特性によ

るものと考えられる． 

 

 ただし，現時点では，これらの地域の地盤構造（とくに S 波速度構造と土質構成および動

的変形特性）について情報がほとんどないため，地盤特性が地震動特性や建築物の被害に与

えた影響を検討することは難しい．この点については，④の地盤の S 波速度構造の場所に

よる変化が地震動特性に与える影響を含め，今後，より高度な調査・検討の成果を待たねば

ならない． 
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5.3 建築物の周辺地盤と基礎の被害状況の外観目視踏査 
 建築物の被害が多く見られた白馬村神城地区の堀之内（西部：①，東部：②）および三日

市場（③）（図 5.3.1）1)において，周辺地盤と基礎の被害状況を外観目視により踏査した． 

 

 
地図出典：地理院地図（電子国土 Web） 標準地図（25000），国土地理院 

図 5.3.1 外観目視踏査の対象地区 1) 

 

 

(a) 堀之内西部（図 5.3.1 の①） 
 堀之内西部は，南向きの緩やかな傾斜地（段丘）に拡がる集落である． 

 この地域では，多くの木造建築物に甚大な被害が生じた（写真 5.3.1）．被災した木造建築

物の柱脚と基礎に着目すると，柱脚に固定金物が使用されておらず，柱が礎石に置かれてい

ただけと思われるもの（写真 5.3.2），もしくは，打ち釘程度に土台と固定されていたもの（写

真 5.3.3）が多く見られた．また，木造建築物の損傷した基礎には，無筋と思われるものが

多く見られた（写真 5.3.4）． 

 この地域の所々では，電柱が傾斜している状況が見られた（写真 5.3.5）．電柱の傾斜方向

はほぼ南向きで，段丘の中腹部では傾斜角の大きくなる傾向が見られた．また，電柱の傾斜

方向と反対側には，周辺地盤との隙間が認められた（写真 5.3.6）．その隙間量は 50-300mm

程度であった．電柱の傾斜・移動の状況については，付録を参照されたい． 

 この地域は段丘に拡がっているため，石垣や擁壁（宅地擁壁を含む）が数多く見られるが，

その多くは南向きに変位するように被災していた（写真 5.3.7-10）．これは，この地域の緩斜

面が南向きであるため，石垣や擁壁に南向きの地震時土圧が作用し，その土圧合力が石垣や

擁壁の耐力を上回ったためと推察される．写真 5.3.11 は，写真 5.3.10 の宅地擁壁が南向きに

① ②

③

100m

神城堀之内・三日市場
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変位した木造住宅で，その上部構造と基礎との間の位置に，外壁の顕著な亀裂が確認された

（建築物全体としては小破程度の被災度と思われる）． 

 一方，この地域では，建築物の敷地や道路の舗装の損傷も多く認められた（写真 5.3.12, 

13）．これら舗装の損傷は，地震前にも経年劣化により生じていた可能性を否定できないが，

地震によって拡大したとも考えられる．舗装の損傷状況から，その下の地盤は南向きに変位

している場合が多いように見えた．また，この地域の建築物の被災方向は，南北方向の場合

が多いように見えた（写真 5.3.9）．これは，この地域では，大きな地震力が南北方向に作用

したためと推察される．なお，写真 5.3.14 では，大きな石が地表面に擦過痕等なく北向きに

移動しており，地震動によって跳躍した可能性が示唆される．地震時に大きな石など物体の

跳躍現象が見られることは，昔から知られており，詳細は文献 9, 10 などが参考になる． 

 

 

写真 5.3.1 1 階が崩壊した木造建築物 

 

写真 5.3.2 写真 5.3.1 の柱脚部：柱は礎石

に固定されず置かれていただ

けと思われる 

 

 

写真 5.3.3 倒壊した木造建築物の柱脚

部：ほぞと打ち釘のみを確認

できる 

 

写真 5.3.4 基礎の立ち上がり部の損傷：

無筋と思われる 
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写真 5.3.5 南向き（写真の左向き）に傾斜

した電柱 

 

写真 5.3.6 写真 5.3.5 の電柱脚部：周辺地

盤との隙間は北向き（写真の

右向き） 

 

写真 5.3.7 南向き（写真の左向き）に崩壊

した石垣 

 

写真 5.3.8 南向き（写真の右向き）に転倒

した擁壁と崩壊した地盤 

 

 

写真 5.3.9 南向き（写真の右向き）の地盤

変位：木造建築物の倒壊は北

向き（写真の左向き） 

 

写真 5.3.10 南向き（写真の左向き）に変位

した宅地擁壁 
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写真 5.3.11 写真 5.3.10 の木造住宅の被害

（小破程度） 

 

 

 

写真 5.3.12 大破した木造建築物とその敷

地の舗装の損傷：南向き（写真

の右向き）に亀裂が広がって

いる 

 

 

写真 5.3.13 道路の舗装の損傷：南北方向

（写真の左右方向）に力が作用

したように見える 

 

 

写真 5.3.14 大きな石が移動した状況（写

真の手前側が北方向） 
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(b) 堀之内東部（図 5.3.1 の②） 
 堀之内東部は，堀之内西部から 300m 程度東側に離れた場所に位置しており，堀之内西部

と同様に緩やかな傾斜地に集落が拡がっている． 

 堀之内東部・西部いずれの地域でも，写真 5.3.15 のようなコンクリートブロックの壁を有

する倉庫の大破が見られた．写真 5.3.15 の倉庫の被災状況としては，屋根が南向きに落下し

ており，東西方向の壁が面外方向（南向き）に変形していた．一方，コンクリートブロック

の壁を有する倉庫でも，被害が見られないものもあった（写真 5.3.16）． 

 堀之内西部と同様に，石垣や擁壁の多くは南向きに被災しており（写真 5.3.17-20），建築

物は南北方向に変形して被災しているものが多く見られた（写真 5.3.21）．木造建築物の基

礎は，礎石に直接置かれただけ，もしくは，柱脚に固定金物が使用されていないなど，堀之

内西部と共通の傾向が見られ，柱脚が土台から外れているものも確認された． 

 水田近傍の盛土擁壁には，西向きに変位しているものも認められた（写真 5.3.22）． 

 

 

 

写真 5.3.15 コンクリートブロックの壁を

有する倉庫（大破） 

 

写真 5.3.16 コンクリートブロックの壁を

有する倉庫（無被害） 
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写真 5.3.17 南向き（写真の右向き）に崩壊

した石垣 

 

写真 5.3.18 南向き（写真の左向き）に転倒

した擁壁 

 

 

写真 5.3.19 南向き（写真の左向き）に被災

した擁壁 

 

写真 5.3.20 南向き（写真の手前側）に崩壊

した盛土擁壁 

 

 

写真 5.3.21 北向き（写真の右向き）に変形

した建築物 

 

写真 5.3.22 西向き（写真の右向き）に変位

した盛土擁壁 
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(c) 三日市場（図 5.3.1 の③） 
 三日市場は，堀之内西部から南に 300m 程度離れた場所に位置しており，その集落の多く

は北向きの緩やかな傾斜地の裾野に拡がっている． 

 三日市場の北部にある傾斜地では，滑落した鉄骨造構造物 1 棟が見られた（写真 5.3.23）．

滑落を免れた同じ形式の構造物も 1 棟あったが，その基礎の周辺には地盤変状が確認され

た（写真 5.3.24, 25）．滑落した構造物は，地盤の上に直接スラブを載せて柱で支える構造と

なっており，地盤の崩壊・流動によって滑落したと考えられる（写真 5.3.26）．地盤変状は

北向きの変位が卓越していた． 

 堀之内に近い三日市場の北部では，倉庫の倒壊（写真 5.3.27）や木造住宅の床束のずれ（写

真 5.3.28）が見られた． 

 

 

 

写真 5.3.23 地盤の崩壊・流動により斜面

を滑落した鉄骨造構造物 

 

写真 5.3.24 写真 5.3.23 の傾斜地頂部の地

盤変状 
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写真 5.3.25 写真 5.3.23 の鉄骨造構造物の

基礎周りの地盤変状 

 

写真 5.3.26 地盤の崩壊・流動により鉄骨

造構造物の支柱とスラブの支

持力が喪失したと見られる 

 

 

写真 5.3.27 南向き（写真の奥側）に倒壊し

た倉庫（三日市場の北部） 

 

写真 5.3.28 木造住宅の床束のずれ（三日

市場の北部） 

 

 

 

 

 

 

 

  



21 
 

6. まとめ 
 平成 26 年 11 月 22 日 22 時 08 分頃長野県北部で発生した地震により被災した白馬村神城

地区において，地震動特性および地盤特性を把握するための基礎資料の収集を目的として，

地盤の微動観測を行った．また，墓石の転倒調査および建築物の周辺地盤と基礎の被害状況

調査を行った．本調査から得られた知見は以下のとおり． 

i) 被災地域（堀之内と三日市場）では，建築物の被災方向や墓石の転倒方向は，南北方向

の場合が多いように見えた．また，跳躍した可能性のある大きな石は，北向きに移動し

ていた．これは，この地域では，大きな地震力が南北方向に作用したためと推察される． 

ii) 堀之内の石垣や擁壁（宅地擁壁を含む）の被災方向は，南向きの場合が多かった．これ

は，この地域の緩斜面が南向きであるため，この方向に作用した地震時土圧合力が石垣

や擁壁の耐力を上回ったためと考えられる． 

iii) 建築物の損傷した基礎には，無筋と思われるものが多く見られた． 

なお，白馬村神城地区の地盤特性が地震動特性や建築物の被害に与えた影響については，今

後，より高度な調査・検討の成果を待たねばならないが，次の可能性が指摘される． 

iv) 建築物の被災地域（堀之内と三日市場）の最大地動速度は，少なくとも 50cm/s 程度よ

り大きかったと推察される． 

v) 白馬村神城地区における建築物の被害の有無と表層地盤の堆積の仕方および微動 H/V

スペクトルとの間には，何らかの相関のある可能性が示唆される． 

vi) 堀之内西部の微動 H/V スペクトルの段丘の上下位置による差異から，この地域の地盤

の S 波速度構造が，水平方向に一様でなく，場所によって変化している可能性が示唆

される． 
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【付録】 電柱の傾斜・移動状況の調査 
 5.3 節の写真 5.3.5, 6 に示したように，堀之内では電柱の傾斜および，その周辺地盤との隙

間が数多く見られた（写真 A1-3）．また，写真 A4 のように，脚部が損傷した電柱も確認さ

れた．そこで，堀之内西部の段丘の上から下にかけての地域（図 5.1.1 の墓地 B, C および段

丘上～下の微動観測点の周辺）において，電柱 12 本について傾斜・移動状況の調査を実施

した．調査項目は，①電柱の直径，②電柱の傾斜角，③電柱の傾斜方向，④電柱－周辺地盤

間の隙間量である．①電柱の直径と④電柱－周辺地盤間の隙間量はメジャーにより，②電柱

の傾斜角はデジタル傾斜計により，③電柱の傾斜方向は方位磁針により，それぞれ測定した

（写真 A5, 6）． 

 図 A1 に調査結果をマッピングして示す．凡例として，黒丸は計測の対象とした電柱の位

置，矢印の長さは電柱の傾斜角（凡例は 10°），矢印の方向は電柱の傾斜方向，矢印の太さ

および記入している数値は電柱－周辺地盤間の隙間量（単位：mm）を示している．図から，

この地域の段丘の中腹部において，電柱の傾斜角が大きくなっており，電柱－周辺地盤間の

隙間量も大きくなっている． 

 なお，今回の調査対象とした電柱の具体的な設計法に関する調査は実施していない．ただ

し，電柱の傾斜角や電柱－周辺地盤間の隙間量は，この地域の地震動特性を評価するに当た

っての参考値となる可能性がある．今後，検討を進めるに当たっては，今回の調査結果と文

献 A1 に示されている電柱の技術基準との関連を分析することが有効と考えられる． 

 

 

 

写真 A1 南向き（写真の左向き）に変位し

た盛土擁壁（堀之内東部） 

 

 

写真 A2 写真 A1 の電柱脚部：周辺地盤と

の隙間が生じている（堀之内東

部） 
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写真 A3 南向き（写真の右向き）に傾斜し

た電柱（堀之内西部） 

 

写真 A4 脚部が損傷した電柱：電柱の直

径は脚部で約 24cm（堀之内東部） 

 

 

写真 A5 電柱の傾斜角の測定 

 

 

 

写真 A6 電柱の傾斜方向および電柱－周

辺地盤間の隙間量の測定 
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地図出典：地理院地図（電子国土 Web） 標準地図（2500），国土地理院 

図 A1 電柱の傾斜・移動状況の調査結果 
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